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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　慣性閉じ込め核融合燃料由来のプラズマに予め定められたエネルギ及び量の電子群を注
入するための方法であって
ａ）球状の核融合燃料ペレットを受け入れるための中心ターゲット室を備え、
ｂ）複数のエネルギドライバは前記核融合燃料ペレットの周囲に対対称に配置され、核融
合燃料由来のプラズマを作り出すために光学レーザ光線、X線パルス群又はイオン群の第
１のエネルギパルスが前記核融合燃料ペレットの周囲に３次元的対称であるように前記核
融合燃料に向けて方向付けられ、
ｃ）前記複数のエネルギドライバから分離され予め定められたエネルギ及び量の個々の電
子ビーム群を、前記核融合燃料由来のプラズマに向けられ、また該プラズマを照射する複
数の電子供給源を備え、
ｄ）前記個々の電子ビーム群を前記核融合燃料由来のプラズマに収束させる、方法。
【請求項２】
　さらに、制御された入力を介して前記電子ビーム群のエネルギレベルを調整するための
ステップを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　さらに、制御された入力を介して前記電子ビーム群の電流を調整するためのステップを
含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
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　前記電子供給源は、前記電子ビーム群を前記核融合燃料由来のプラズマに集束させる、
請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　さらに前記複数の電子供給源を制御するステップを含み、これらは予め定められたエネ
ルギ、パルス幅及び量の電子群のパルスを、前記核融合燃料由来のプラズマに、前記第１
のエネルギパルスの後予め定められた時間的間隔をもって注入する、請求項１に記載の方
法。
【請求項６】
　さらに第１のエネルギパルスから予め定められた遅延時間をおいて、高周波パルスを、
前記エネルギパルスによる全電離に起因する前記核融合燃料由来のプラズマに注入するた
めのステップが設けられている、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　さらに第１のエネルギパルスから予め定められた遅延時間をおいて、高周波パルスを、
前記核融合燃料由来のプラズマに注入するためのステップが設けられている、請求項５に
記載の方法。
【請求項８】
　さらに制御された入力を介して、ピコ秒又はより細かい単位で前記時間的間隔を微調整
するためのステップが設けられている、請求項５に記載の方法。
【請求項９】
　さらに制御された入力を介して、ピコ秒又はより細かい単位で前記時間的間隔を微調整
するためのステップが設けられている、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　さらに、個々の電子ビームを集束させるステップであって、前記電子ビーム群を前記核
融合燃料由来のプラズマに収束させる、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　さらに複数のエネルギドライバを備えるステップであって、Ｘ線又パルスを前記核融合
燃料ペレットに向ける複数のエネルギドライバを備える、請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　この出願は、カーティス　エー　バーンバックにより「核融合反応の電子増強多周波ポ
ンピング」(Electron Enhanced Multi Frequency Pumping of Fusion Reactions)と題し
て２００８年８月２８日に出願された米国仮出願番号６１／１９０，４３５に基づく優先
権主張出願である。この出願は、また、カーティス　エー　バーンバックにより「核融合
反応における流体的不安定性の低減方法」(Method of Reduction of Hydrodynamic Insta
bilities in Fusion Reactions)と題して２００９年３月３０日に出願された米国仮出願
番号６１／２１１，４４９に基づく優先権主張出願である
【０００２】
　本発明は、熱核融合反応の過早点火条件を改善する種々の技術に関する。より詳細には
、本発明は（ａ）予め定められたエネルギ及び、量又はフルエンスの電子を核融合燃料プ
ラズマに注入すること、並びに（ｂ）核融合反応の時間的に段階分けされたポンピング(p
umping)を含む概念に関し、これらは単独で又は互いに組み合わせて実施される。
【背景技術】
【０００３】
　熱核融合反応は、２つの軽い原子核が共に融合して１つのより重い原子核を形成すると
きに起こる。その際、核融合反応は大量のエネルギを放出する。本明細書は、核融合反応
の過早点火条件を改善するための３つの技術を記述している。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】



(3) JP 5580825 B2 2014.8.27

10

20

30

40

【０００４】
　１　核融合燃料プラズマへの電子の注入
　核融合反応の過早点火条件を改善するための第１の技術は、熱核融合反応の前記過早点
火を促進するためにイオン及び電子の正確な温度比を得ることに関連する。この技術分野
において良く知られているように、プラズマを生成するための核融合燃料の点火に適切な
条件を創出するための前記核融合燃料のポンピングに関する複数のポンピング要件には明
らかな矛盾がある。一方では、適切な圧縮を行うためには、Ｘ線ポンピングエネルギはい
くら高くても高すぎることはなく、さもなければＸ線は最小限の相互作用を及ぼしてター
ゲットを通過するであろう。他方、核融合プラズマの点火を促進するために非常な高温、
例えば陽子‐１１ホウ素反応（ｐ‐１１Ｂ）では約１００KeVにまでプラズマをポンピン
グすることが望ましい。
【０００５】
　さらに、イオン温度と電子温度との間の特定の比率を制御することが有用である。イオ
ン又は電子のプラズマ温度は、通常、絶対温度（°Ｋ）又は電子ボルト（eV）で測定され
、また、それは１粒子あたりの熱運動エネルギの量である。
【０００６】
　前記核融合燃料プラズマが縮退しているかどうかを考慮することは重要である。物理学
では、縮退は同一のエネルギレベルにおける複数の粒子（すなわちイオン、電子、原子核
及び中性子）の密度を指す。ある密度を超えるプラズマは縮退にあると言われ、より低い
密度に満たないプラズマは非縮退にあると言われ、またこれらの２つの密度間にあるプラ
ズマは一部縮退と言われる。
【０００７】
　古典的分析は、核融合燃料プラズマ中のイオン及び電子間の温度差が大き過ぎると、イ
オンからのエネルギが電子に流れ、反応を潜在的に抑制することを示す。しかし、サン・
エス（Son, S.）及びフィッシュ・エヌ・ジェイ（Fisch, N.J）は、「Aneutronic fusion
 in a degenerate plasma (2004), Physics Letters, Section A: General, Atomic and 
Solid State Physics, 329 (1-2) (2004), pp. 80-81」（以下、「サン等」という。）に
おいて、異なる見解を教示する。以下の議論は、サン等に基づく。
【０００８】
　もし、電子群が完全に縮退すると、１つのイオンへの抵抗が主に前記電子群からもたら
される。前記電子群からの力は、古典的極限とは対照的に、相殺されない。これは、正孔
の遷移確率の非対称の欠如ために、１つのイオンに対する前記電子群の抵抗力が必ずしも
逆二乗則の力とは言えないからである。前記抵抗力は、前記イオンの速度に関する方向に
依存する。しかし、前記した相殺は、逆二乗力についてのみ起こる。完全に縮退した電子
群は前記イオンを引きずることはなく、これは、これらの電子が利用可能な正孔の欠如の
ために前記イオンと衝突しないからである。ｐ‐１１Ｂの核融合反応では、適当な電子温
度に関する停止振動数の大きな減少が予想される。
【０００９】
　また、このプロセスにより制動放射が減少される。制動放射は、電子群の減速の結果と
して起こる高エネルギ電離放射の形態をとる。ドイツ語からの直訳は「制動放射」である
。ヤマグチ、カワタ等の「Bremsstrahlung Energy Loss of Degenerate Plasma, Nationa
l Institute for Fusion Science (Japan), NII Electronic Library Service, six page
s」が教示するように、無限遠において速度Ｖｅを有する１つの電子は、起始部に位置す
る１つのイオンと衝突する。周波数間隔ｄｖの前記電子から放出された放射エネルギ（い
わゆる輻射）ｄｑｖは次の式によって与えられる。
【００１０】
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【数１】

【００１１】
　式中、Ｚはイオンの原子番号、－ｅは電子の電荷、ｍｅは電子の質量、ｃは光速である
。
【００１２】
　再びサン等を参照すると、前記イオン温度、一定量のイオンエネルギが電子温度、一定
量の電子エネルギより極めて大きいと、電子群はその全てではないがイオン群と衝突する
。数多くの正孔転移が妨げられるからである。その概算は、制動放射の前記古典的微分を
用いると、全損失が前記古典的式からＯ（Ｔ／ＥＦ）３／２）だけ減少するであろうこと
を示す。前記電子群が熱くなり始めるレベルまで前記制動放射が減少する場合、最適な電
子温度でのイオン‐電子エネルギ移動と釣り合うように前記制動放射の微調整を行うため
に少量の高亜鉛不純物を前記燃料に加えること（不純物添加）が望ましい。
【００１３】
　サン等によりさらに教示されているように、１０２９ｃｍ－３のような高密度において
は、前記電子温度が数十KeVであるという事実を考えると、放射されるエネルギはかなり
の割合で再吸収されるであろう。また、前記電子群のコンプトン加熱は重要なものとなる
。それは、これらの効果が前記電子群の結合を減少させやすいという限りにおいて明確で
あり、また、異種のイオン及び電子温度、したがってより大きな活動を維持することはさ
らに容易であろう。ここに、ｐ‐１１Ｂに関する点火体系がある。
【００１４】
【数２】

【００１５】
　また、サン等は、前記電子群の縮退が前記停止パワー及び制動放射損失を減少させ、ひ
いては自立的燃焼を促進することを教示する。それは、主として、このようなイオン及び
電子温度間の大きな差が好ましい結果を得るために維持されることを可能にする前記電子
群の停止パワーの減少である。
【００１６】
　要約すると、先の議論は、核融合燃料プラズマの前記イオン対電子の温度比の制御が核
融合反応の過早点火条件を改善することを教示する。前述の議論に基づいて、本発明者は
、好ましい比を得るために前記反応に注入された電子群のエネルギと、量又はフルエンス
とを制御することが好ましいと推量した。
【００１７】
　２　核融合反応の時間的に段階分けされたポンピング
　核融合反応の過早点火条件を改善するための第２の技術は、慣性閉じ込め核融合反応に
おける流体力学的不安定性の低減に関連する。流体力学的不安定性は、米国のマンハッタ
ン・プロジェクトでの第２次世界大戦中の核技術の開始以来、核及び熱核物理学の研究者
たちの悩みの種であった。それは、反応の対称性が様々な低下プロセスのうちの任意の一
つによって低減される現象である。流体力学的に平衡なプラズマに対する小さい複数の摂
動は、これらの摂動の成長を可能にするような形で自由エネルギを放出させる。これが不
均一な加熱を、また核融合反応の場合にはこれが最大のエネルギに達する前の反応の崩壊
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を誘発する。したがって、流体力学的不安定性の形成の可能性を最小限にし、またその発
生を低減させるために核融合反応を駆動するための技術の提供が望まれる。
【００１８】
　３　技術の組み合わせ
　核融合反応の過早点火条件を改善するための第３の技術は、前記した第１及び第２の技
術を組み合わせる。これは、熱核反応の過早点火段階を制御するための種々の技術を提供
する。複数のステップの６つの個々の組み合わせが以下に記述されているが、他の技術も
任意の組み合わせにおいて利用可能である。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明の概要
　本発明の１の形態は、核融合反応の過早点火条件を改善するためのシステムに関する。
このシステムは、核融合燃料と、該核融合燃料の制御された核融合反応の点火を促進する
ために前記核融合燃料にプラズマ閉じ込め手段を向けるように方向付けられたエネルギ駆
動手段とを受け入れるためのターゲット室を備える。改善のために、核融合燃料由来のプ
ラズマのイオン温度及び電子温度の比すなわち割合を制御するために前記プラズマに向け
られまたこれを照射する、予め定められたエネルギ及び、フルエンス及び量の一方の電子
ビーム群を供給する複数の電子供給源を含む。
【００２０】
　前記プラズマの電子温度に対するイオン温度の割合を制御することにより、核融合反応
のための過早点火条件が有効に改善される。
【００２１】
　本発明の第２の形態は、核融合反応の他の過早点火条件を改善するためのシステムに関
する。このシステムは、核融合ターゲット材料からなる球状ペレットと、前記ペレットの
周りに三次元的に対称の態様で前記核融合ターゲット材料にＸ線パルス群を供給するよう
に方向付けられた少なくとも第１及び第２の複数のエネルギドライバとを受け入れる中心
ターゲット室を含む。前記第１及び第２の複数のエネルギドライバは、前記核融合反応材
料に第１及び第２の時間的に間隔をおかれた複数組のＸ線パルス群を供給する。前記第２
の組は、前記第１の組が前記核融合ターゲット材料の一過早点火条件として供給される時
から時間的間隔をおいた後に供給される。
【００２２】
　前記プラズマに時間的間隔をおいてエネルギパルス群を供給することは、前記プラズマ
の流体力学的不安定の低減に役立つ。
【００２３】
　本発明の第３の形態は、本発明の前記第１の形態の電子増強機能を、本発明の前記第２
の形態の時間的に段階分けされたエネルギパルス群の１以上のエレメントと組み合わせる
。本発明の前記第１及び第２の形態の組み合わせは、さらに、核融合反応の過早点火条件
を改善する。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
　図面上、同様の符号は同様の部分を指す。
【００２５】
【図１】プラズマに注入される電子群の図式化された図を示す。
【図２】好ましい電子銃を部分的に断面で示す概略図である。
【図３】複数のＸ線レーザドライバ及び独立した複数の電子銃を含む好ましい核融合炉の
概略図である。
【図４】電子ビームの焦点を合わせるための手段の簡略な側面図である。
【図５】複数の電子銃のユーザー・インターフェースのブロック線図である。
【図６】典型的な磁気閉じ込め核融合炉を部分的に切除して示す斜視図である。
【図７】第１及び第２の組の複数のＸ線レーザドライバを含む好ましい核融合炉の概略的
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な斜視図である。
【図８】図８Ａ‐８Ｄは核融合炉の時間的に段階分けされた過早点火条件を示すタイミン
グ図である。
【図９】本発明の操作のためのタイミングパルス群の調和した流れを生じさせるためのタ
イミング・ネットワークのブロック線図である。
【図１０】第１及び第２の組の複数のＸ線レーザドライバ及び独立した複数の電子銃を含
む好ましい核融合炉の概略的な斜視図である。
【図１１】図１１Ａ‐１１Ｂは、核融合反応の時間的に段階分けされた過早点火条件を示
すタイミング図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明のある実施形態においては、熱核融合反応の過早点火条件の改善された制御を得
るため、先に引用した２つの異なる仮出願にそれぞれ記載された異なる技術を組み合わせ
る。第１の技術は、前記反応のより良い制御を実現しまた流体力学的不安定性を低減すべ
く、電子温度に対するイオン温度の割合を制御するために核融合燃料プラズマに予め定め
られたエネルギ、及び量又はフルエンスの電子群を注入することに関する。第２の技術は
、核融合燃料プラズマの流体力学的不安定をさらに低減することを目的とする、核融合反
応の時間的に段階分けされたポンピングに関する。しかし、各技術は核融合反応の過早点
火条件を改善するための有効な技術として自立している。第３の技術として、組み合わさ
れた両技術が核融合反応の過早点火条件の改善された制御レベルを上げる。
【００２７】
　本発明の第１ないし第３の技術が以下に記述されている。
【００２８】
　１　イオン対電子の温度比のアクティブ制御
　前記第１の技術は、核融合プラズマの電子増強に関して、小規模な熱核反応の微調整を
提供する有用な手段である。それは電子温度に対するイオン温度の調整を可能にするもの
であり、したがって前記反応の燃焼特性を変える。電子増強は、プラズマの縮退の状態が
先に発明の背景において定義されている「縮退」にあっても有用である。しかし、電子増
強の必要レベルはプラズマの縮退の程度に伴って変化する。図１は、核融合燃料プラズマ
（以下「プラズマ」）１２中に注入されている電子群１０を示す。核融合炉の構造に電子
増強機構を与えることにより、異なる縮退の型での操作を経済的に行うことができる。イ
オン温度と電子温度との間に臨界的な平衡があることは前記従来の技術において教示され
ている。正確な温度（KeV）での電子増強（注入）により、核融合燃料を燃焼させるため
の最適な条件をより容易に得ることができる。このプロセスは、さらに、選択された量の
高亜鉛材料での前記燃料の制御された不純物添加すなわちドーピングにより微調整するこ
とができる。
【００２９】
　図２は、電子群１０を放射する陰極１６を含む好ましい電子銃１４を示す。電子群１０
は、一連の電極１８，２０及び２２により加速され、開口２４を通してプラズマ１２（図
１）に向けられる。電子銃１４は、非磁性で真空気密構造のハウジング２６内に据えられ
ている。陰極１６は陰極支持体２８に据え付けられており、陰極支持体２８は、真空気密
の、また電気的に絶縁されたフィードスルー３０を介して、囲い２６の後壁を貫通してい
る。陰極支持体２８の左端部がフィードスルー３０から姿を現しており、これは電力を受
け取るための電気的接続点として働く。グリッド１８と加速器電極２０及び２２とは、電
子群１０のビームを制御しかつ抜き出し、またこれをプラズマ１２に集束する働きをなす
。真空気密の、また電気的に絶縁されたフィードスルー３２，３４及び３６は、それぞれ
、グリッド１８と加速器電極２０及び２２とを機械的に支持しまたこれらへの電気的接続
を与える。化学的ゲッター・ポンプ３８はハウジング２６内を真空に保つのに役立つ。真
空気密の、また電気的に絶縁されたフィードスルー４０は、ゲッター・ポンプ３８を支持
しまたこれへの電気的接続を与える。
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【００３０】
　前述した従来技術は、電子増強が縮退の任意の状態（すなわち、縮退、非縮退又は部分
的縮退）にあるプラズマに望ましいことであるとする一方、縮退プラズマを伴う実施によ
り最大の効果を得ることができることを教示する。
【００３１】
　核融合燃料の燃焼に起因するプラズマ中のイオン群と電子群との間の温度差が非常に大
きいと、エネルギが前記イオン群から前記電子群へと流れ込み、前記反応を抑制する可能
性があることは、先に発明の背景に記載したように、サン等によって示されてきている。
本発明によれば、前記複数の電子供給源が、ターゲットとされる燃料プラズマに高エネル
ギ電子群を充満させる。個々の燃料ペレットの軌跡にわずかな逸脱が許されるように、前
記ターゲットの燃料プラズマだけでなく該ターゲット燃料の境界を越える追加の体積をも
充満させることが好ましい。ここにおいて、前記追加の体積は、例えば、前記ターゲット
の燃料プラズマの幾何学的中心を経て伸びる線に沿って測定される、前記ターゲットの燃
料プラズマの最大寸法の１パーセントをあらわす。前記電子群のエネルギレベルは、所望
温度での電子群の注入により前記ターゲット燃料のプラズマ中で正確な電子温度を得るよ
うに調整することができる。これは、前記複数の電子供給源に取り付けられた電力供給源
の電圧を変化させることによりなされる。前記電子群の軌道は、後述するように、図４に
示す加速器電極２０及び２２のような電磁又は静電の集束手段のいずれかにより制御され
る。
【００３２】
　前記エネルギ駆動手段から前記電子群を分離して導入する必要がある。その手配には、
高周波加熱機能の危険にさらすことなしに前記反応の特別な要件に適合するように前記電
子エネルギを微調整することが可能であるという有利性があり、これは、２００８年３月
１３日付け米国特許出願公報US 2008/0063132 A1において本発明者シー　エー　バーンバ
ックにより開示されている。この公報は、以下において、「'１３２公報」として言及さ
れている。図３は、中心の球形の真空容器４４を含む好ましい核融合炉４２を示す。複数
のＸ線レーザ４６と複数の電子銃１４とが、容器４４の中心の周りに、容器４４の表面上
に対称に配置されている。真空容器４４に接続された燃料ペレット注入器４８が示されて
いる。
【００３３】
　前記核融合燃料を適切に照射するため、複数の電子銃１４が好ましくは前記プラズマの
周りに対称に４πステラジアンにわたって配置され、またプラズマ１２（図１）上に焦点
が合わされている。電子群１０（図１）の複数のビームの焦点合わせすなわち集束は図４
に示すように行うことができる。この図では、電極２０及び２２（図２にも示されている
）が電子群１０の前記ビームをプラズマ１２の質量中心に集束させている。グリッド１８
は、開口２４への前記電子群の流れを制御しかつ調整し、また前記パルス群のタイミング
の同期を可能にする。好ましくは、全ての電子供給源は同一のエネルギ（電子ボルト[eV]
）及びフルエンス（アンペア）を有する。全ての電子源が所望のエネルギ及びフルエンス
を有することを確実なものとするため、図５に示すような電子銃コントローラ５０が設け
られている。電子銃コントローラ５０は、ユーザ制御の電圧入力５４とユーザ制御の電流
入力５６とを有する高圧電源５２を備える。ユーザ制御入力５４及び５６は、使用に供さ
れるであろう種々の制御入力の一つである。システムのレベル制御を与えるためにホスト
コンピュータ５８が電子銃コントローラ５０に接続されている。高圧電源５２は、ホスト
コンピュータ５８の制御下において、電子銃１４のための全ての必要な電圧と制御信号と
を供給する。
【００３４】
　１つの可能な例として、前記核融合燃料ターゲットの周りに対称に置かれる複数の例え
ば６つの直角に配置された電子供給源が所望の均等度を得るために使用され、各電子供給
源は前記核融合燃料ターゲットの表面積の約１／６を照射する。電子供給源のその他の数
は本明細書に基づきこの技術分野の当業者に明らかであろう。前記複数の電子供給源は、
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これらが、ここに説明したエネルギ、量又はフルエンス、並びに同期させるための能力の
条件に適合する限りどのようなタイプの電子銃をも含む。
【００３５】
　前記複数の電子供給源は、使用される核融合燃料に固有の予め定められたエネルギの予
め定められた数の電子群で前記ターゲットの核融合燃料プラズマ領域を充満させることが
望ましい。グリッド１８は電子量の同期及び制御を行うことができる。結果として生じる
電子群の合流により、電子群に対するイオン群の所望比率を得るために、存在するイオン
の数に対する正確な電子の数を提供するという目的が果たされる。前記イオン温度は、前
記核融合燃料の組成とポンピング用Ｘ線ビーム群のエネルギとから決定することができる
。前記イオン温度から、電子温度に対するイオン温度の所望の比率を得るために前記電子
供給源電源に必要とされる電圧の設定を決定することができる。前記電子量は、グリッド
１８の働きによって調整されるように、供給される前記核融合燃料における原子数により
決定される。
【００３６】
　サン等は、制動放射損失を回避するために電子温度（Ｔｅ）がイオン温度（Ｔｉ）より
も十分に低くなければならないと教示する。電子温度Ｔｅは、核融合の副産物が前記イオ
ン群によって優先的に停止されるため、あまりに低くすることができない。このことを考
慮すると、前記電子温度は、自己燃焼の可能性を維持するために狭い範囲内になければな
らない。電子温度Ｔｅは、前記イオン群からのエネルギ入力と前記制動放射からの損失と
の間のバランスにより決定される。Ｔｅに対するＴｉの比率は、使用される前記核融合燃
料によって変化する。例えば、重水素（デュートリウム）‐重水素、重水素‐三重水素（
トリチウム）、重水素‐３ヘリウム、陽子‐６リチウム、陽子‐１１ホウ素のような典型
的核融合燃料では、前記比率は通常２：１と２０：１との間で異なる。
【００３７】
　好ましくは、複数の電子供給源は予め定められたエネルギ、及びフルエンス又は量の電
子ビームを供給し、またこれらは前記核融合燃料プラズマに向けられ、該プラズマを照射
する。好ましくは、前記複数の電子供給源がこれらの電子ビームが前記核融合燃料ターゲ
ットプラズマの周りに対称に向けられるように配置されると仮定すると、全ての電子供給
源が互いに１０分の１パーセント以内の電圧を個々に有し、また、互いに４分の１パーセ
ント以内の電流を個々に有する。好ましくは、使用される電子供給源の数は、前記プラズ
マ内の他の任意の単位体積の１０パーセント以内である前記核融合燃料プラズマの単位体
積当たりの電子の指定数になる。
【００３８】
　先に定義した必要とされる条件を達成するであろう、多数の想定し得る電子供給源の形
態及びターゲット核融合材料の周りの前記電子供給源の方向がある。
【００３９】
　前述したところでは、前記核融合プラズマの縮退の程度に対する制御された核融合反応
の能動的最適化が開示されている。これは、電子温度（Ｔｅ）に対するイオン温度（Ｔｉ
）の比率を変えるための前記電子温度と、反応中における指定電子量の選択的導入とを変
化させることにより達成される。これらの変更により、プラズマの種々の縮退、部分的縮
退及び非縮退の状態における操作に関して核融合反応の過早点火条件の改善の最適化を図
ることができる。
【００４０】
　前述した電子増強プロセスの形態は、図６に示すような典型的な磁気閉じ込めに適用す
ることができる。複数の電子銃１４が円環面形状の真空室６２の周りに対称に配置されて
いる。前記円環面の水平面に関連して、等間隔をおかれた複数の放射方向位置のそれぞれ
に、３つの電子銃１４が１２０°の角度的間隔で前記水平面に対して垂直に配置されてい
る。典型的には、磁気閉じ込め核融合炉は多数組の直角に配置されたポロイダル磁石６４
及びトロイダル磁石６６を備える。これらの磁石６４及び６６は、真空炉６２内に核融合
プラズマ１２（図１）を含む磁気閉じ込め領域を生じさせるために使用される。これらの
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電子銃１４は、電子銃コントローラ５０（図５）により制御されて、所望の電圧及びフル
エンスの電子群１０（図１）を前記プラズマに充満させる。
【００４１】
　２　核融合反応の時間的に段階分けされたポンピング
　核融合反応の時間的に段階分けされたポンピングに関する第２の技術は、前記'１３２
公報に記載されたシステムで使用することができる。また、前記時間的に段階分けされた
ポンピングの原理は他の慣性閉じ込め核融合システムに適用可能である。前記'１３２公
報においては、前記反応炉が複数のＸ線レーザ・ドライバを有する。前記'１３２公報の
図面は６つの対称に配置されたドライバを示すのみであるが、本文ではもっと多くの数を
考慮しており、ドライバの次の理論的な数は、時間的にポンピングが行われる核融合反応
炉７０として図７に示されているように、１４である。本発明のこの実施形態は、前記核
融合反応を駆動するための時間的に段階分けされたパルス列を採用する。第１の組の複数
のＸ線レーザ４６ａ（前記'１３２公報に示されているように３つ垂直軸上に配置された
６つのレーザ）が最初に点火する。第２の組４６ｂ（残りの８つ）が、短い予め定められ
た時間的間隔の後に点火する。図示を明瞭にするため、第２の組４６ｂが第１の組４６ａ
より太い線で示されている。
【００４２】
　パルス群の複数の組間の時間的間隔は臨界値である。もしも第２のパルスの組があまり
早くに到達すると、第１のパルスの組と合わさり、流体力学的不安定性を修正する機会が
ない。同時の全てのパルス組（パルス群間の遅れがゼロ）により前記反応炉の運転を行う
ことができる。これは前記'１３２公報により考慮された条件である。対照的に、本発明
の実施形態は、前記パルス群を時間内に僅かに隔てられた対称的な複数組に時間的に隔て
ることを可能にする調整可能システムを企図する。間隔があまり大きいと、前記第２のパ
ルスは、前記反応が（１）崩壊した後、（２）不安定性を後に修正すること不可能である
「帰還不能点」を通過した後、又は（３）全核融合反応が起こり、前記第２のパルスが不
要であるか若しくは弊害をもたらす後に到達する。
【００４３】
　前記したタイミングの問題を数値化するため、前記熱核融合が起こる時間までに前記第
１の対称的Ｘ線圧縮パルス組が前記燃料ペレットに最初に当たる時間によって前記反応の
全時間が定められる。もし、例えば、前記反応の全時間が３ナノ秒であるとすると、前記
第２のパルス組は、例えば、前記第１のパルス組の後約５００ピコ秒で到達する。もし、
前記第２のパルス組が前記第１のパルス組の後に約１．５ナノ秒以上で到達するときは、
それは遅すぎる。もし、それが前記第１のパルスの後に１０ナノ秒で到達するときは、そ
れは利用するには明らかに遅すぎる。ここで与えられる値は相対的なものであり、また単
に原理を表わすように企図されたものであって、核融合反応を行うための現実の値を規定
するものではない。
【００４４】
　図８Ａ‐８Ｄは、核融合反応のための過早点火条件を確立するためのエネルギの時間的
に段階分けされたパルス群の相対的時系列を示す。
【００４５】
　図８Ａ：この図は、第１のＸ線パルス７２と、第２のＸ線パルス７４とを示す。両矢印
７５は第２のパルス７４が可変の時間的間隔中に生じ得ることを示す。
【００４６】
　図８Ｂ：この図は、第１のＸ線パルス７２及び第２のＸ線パルス７４と、定められた時
間的間隔後に第１のＸ線パルス７２に続く高周波加熱パルス７６とを示す。両矢印７５は
第２のパルス７４が可変の時間的間隔中に生じ得ることを示す。
【００４７】
　図８Ｃ：この図は、電子パルス７８及び第２のＸ線パルス７４が後に続く第１のＸ線パ
ルス７２を示す。両矢印７５は第２のパルス７４が可変の時間的間隔中に生じ得ることを
示す。両矢印７９は、前記タイミング及び同期の調整を可能にするために電子パルス７８
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が可変の時間的間隔中に生じ得ることを示す。
【００４８】
　図８Ｄ：この図は、電子パルス７８が後に続く第１のＸ線パルス７２を示す。両矢印７
９は、電子パルス７８が可変の時間的間隔中に生じ得ることを示す。
【００４９】
　先の説明は、関わりのある平衡感覚を与える、種々のパルスの組み合わせ間の相対関係
を教示する。この記述は、２以上の組に分かれ得る複数の駆動信号を供給することができ
ることが望ましいことを示す。これは、図８Ａ‐８Ｄ（また、後述の図１１Ａ‐１１Ｂ）
の両矢印７５及び７９により示された可変のタイミングが細かい（例えば、ピコ秒以下）
分解でより正確に調整され得る点で有利である。図９に示すように、これは、カリフォル
ニア州　サンフランシスコのハイランド　テクノロジー社（Highland Technologies Inc.
）により製造されているような市販のタイミング遅延発生器を使用するタイミング・ネッ
トワーク９０を創出することにより達成することができる。タイミング・ネットワーク９
０は３つのセクション、すなわちクロックセクション９２と、タイミングセクション９４
と、ケーブル及びジッタ補償セクション９６とを含む。クロックセクション９２は、高精
度低ジッタ・オシレータのようなマスタークロック９８を含む。前記マスタークロックは
、全システムのためのタイミングパルス群を発する。マスタークロック９８は典型的には
温度制御された水晶振動子からなるが、原子時計とすることもできる。これは、好ましく
は同長のケーブル１００ａ、１００ｂ及び１００ｃのアレイによりタイミングセクション
９４に接続される。これらのケーブルの長さは、好ましくは、コネクタを含めて、全体に
０．００１インチ（２５．４ミクロン）に規制される。
【００５０】
　タイミングセクション９４は、３つのタイミング遅延発生器１０２ａ、１０２ｂ及び１
０２ｃを含む。タイミング遅延発生器１０２ａは前記第１のＸ線パルスの点弧又は発火時
間を確立する。タイミング遅延発生器１０２ｂは、前記システムに存在する場合、前記電
子パルスの点弧又は発火時間を確立する。電子パルス群のタイミングは、図８ｃに符号７
９で示されているように、システム・オペレータにより予め定められる。タイミング遅延
発生器１０２ｃは、図８Ａ‐８Ｃ及び後述する図１１Ａに示すように、前記第１のＸ線パ
ルスに対する前記第２のＸ線パルスの遅れを確立する。電子群１０の流れ及び量は、ホス
トコンピュータ５８の制御下においてグリッド１８（図２）の制御により調整される。
【００５１】
　セクション９４のタイミング遅延発生器は、セクション９６のケーブル及びジッタ補償
遅延発生器のアレイに接続されている。ここで用いられるようなケーブル補償は、パルス
群が第１の組４６ａのＸ線レーザ群、複数の電子銃１４、又は第２の組４６ｂのＸ線レー
ザ群に同調して到達することを確実にすべく、ケーブル１０４ａ‐１０４ｆ、１０６ａ‐
１０６ｎ（ｎは使用される電子銃１４の数である。）及び１０８ａ‐１０８ｈを補正する
ための手段を提供する。ここで用いられるようなジッタ補償は、レーザ４６（図３）、又
は組４６ａ及び４６ｂ（図１０）のレーザ若しくは電子銃１４（図２、３及び１０）の製
造時の小さい差を補正するための手段を提供する。各装置はそれ自体のジッタ(jitter va
lue)を有し、それは時間と共に変化せず、また、ケーブル長さの補償のためのオフセット
と同様に取り扱われる。
【００５２】
　使用の際、最初にケーブル補償のための遅延及びジッタセクション９６の遅延が設定さ
れる。次に、図８Ａ‐８Ｄ及び１１Ａ‐１１Ｂに示されているような所望の操作順序を提
供するためにタイミングセクション９４のタイミング調整が設定される。それぞれがホス
トコンピュータ５８に接続されている、タイミング遅延発生器１０２ａ‐１０２ｃ、１１
０ａ‐１１０ｆ、１１２ａ‐１１２ｎ（ｎは使用される電子銃１４の数である。）及び１
１４ａ‐１１４ｈ並びにマスタークロック９８が、ホストコンピュータ５８により制御さ
れる。これは、前記システムの始動の間の一連の繰り返しの測定により前記タイミング条
件の迅速な最適化を可能にする。
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【００５３】
　前記システム構造はタイミング・ネットワーク９０と電子銃コントローラ５０とに対す
る多入力手段を確保し、それは、オペレータによる直接の手動制御入力又はホストコンピ
ュータ５８によるプログラム制御された入力を含み得る。
【００５４】
　ａ　流体力学的不安定性
　都合のよいことに、核融合の時間的に段階分けされたポンピング技術は、前記燃料ペレ
ットの製造精度の低減を可能にすることが期待される。現在では、前記プラズマの本体か
ら外側へ波打ちまた前記プラズマを局部的に冷却するプラズマの「噴流群」の形成を低減
するため、表面の不連続群を全表面の１パーセント未満にまで制限する必要がある。この
ようなプラズマの「噴流群」は流体力学的不安定性の特徴である。本発明のこの実施形態
の図８Ａ‐８Ｃ及び図１１Ａ（もし採用されるときは、追加の時間的に段階分けされた１
又は複数のパルス）に示す第２番目の時間的に段階分けされたＸ線パルス７４は、前記流
体力学的不安定性の噴流群の特徴をそれらが形成するときに含むように振る舞う。したが
って、燃料ペレットのより多くの表面不連続群が許容され得る。
【００５５】
　各組のレーザが核融合を得るために必要な全駆動エネルギを供給することができるであ
ろうことはこの技術分野の当業者には明らかであろう。これは完全には必要でないが、各
組のみが必要なエネルギの一部を有する場合、この条件においては両パルスが特定の時間
ウインドウ内に到達しなければならないため、これが前記システムのタイミング公差にさ
らなる制限を置く。本発明のこの実施形態の目的は、流体力学的不安定性に対する全核融
合反応の感度を低減することにあり、したがって全駆動エネルギ容量をもつ各組の対称パ
ルス群を提供することが望ましくまた好ましい。
【００５６】
　３以上の時間的に段階分けされた組の駆動パルス群が流体的不安定性の効果を軽減する
ために必要とされ、また前記システム構成がこれを提供し得ると見込まれる。慣性閉じ込
め核融合反応における負の効果すなわち流体力学的不安定性を有利に低減する役割を果た
すこの技術の多数の考え得るバリエーションがあることは、本明細書からこの技術分野の
当業者には明らかであろう。
【００５７】
　３　　２つの技術の相乗的組み合わせ
　図１１Ａに示すように、２つの前述した技術を組み合わせることにより最大の有用性及
び相乗効果が得られる。それぞれの個々のプロセスはそれ自体に固有の特性を有するが、
組み合わされると、相乗的手法が現れる。組み合わされたプロセスは、図１１Ａを参照す
ると、核融合反応を引き起こし、これを制御するための手段として次の一連の事象を与え
る。
【００５８】
　１．　第１のＸ線パルス７２は前記核融合燃料を照射する。これが、プラズマ１２（図
１）を生じさせる、前記燃料の全電離を起こさせ、前記圧縮及び加熱のプロセスを開始さ
せる。前記'１３２公報に開示されているように、高周波加熱パルス７６を選択的に、第
１のＸ線パルス７２が当てられた後の定められた時間に核融合燃料プラズマ１２に当てる
ことができる。
【００５９】
　２．　電子パルス７８は前記核融合燃料領域を照らし、前述したステップ１により生成
されたプラズマ１２（図１）中に特定エネルギの特定数の電子１０（図１）を導入する。
これは、電子温度に対するイオン温度の割合を変化させて前記したような悪影響を最小限
にし、これにより望ましい反応が生じる可能性を増大させる効果をもつ。電子群１０の流
れ及び量は、ホストコンピュータ５８の制御下におけるグリッド１８（図２）の制御によ
り調整される。
【００６０】



(12) JP 5580825 B2 2014.8.27

10

20

30

40

50

　３．　第２のＸ線パルス７４はプラズマ１２（図１）をさらに圧縮しまた加熱する。こ
の第２のＸ線パルス７４は、第１のＸ線パルス７２を形成するビーム群とは異なる方向か
ら到達するビーム群からなる。これの効果は、先行のステップの間に形成される任意の流
体的不安定性を抑制しかつ軽減することである。
【００６１】
　４．　これらの３つの組のパルス群（７２＋７６、７８、及び７４）のタイミング及び
順序は重要であり、最良のシステム性能を得るために注意深く調整されなければならない
。これは、各組のパルス群の生成のタイミングを制御するための遅延発生器１０２ｂ（図
９）を調整することにより行われる。電子パルス７８のタイミングは両矢印７９で示すよ
うに調整され、また、第２のＸ線パルス７４は両矢印７５で示すように調整される。シス
テム性能を最適化するための最も簡単な方法は、ホストコンピュータ５８（図９）の制御
下でタイミング・ネットワーク９０に１又は複数の制御された入力を与える反復最適化ル
ーティンを用いることである。この最適化ルーティンのプログラミングは、本明細書に基
づいてこの技術分野の当業者には明らかであろう。この最適化ルーティンは、後述するよ
うに、図８Ａ‐８Ｄ及び図１１Ａ‐１１Ｂの個々の遅延設定の組み合わせ７５及び７９の
試験を行い、また、前記最良のシステム性能を生じさせる前記遅延設定の組み合わせを決
定することができる。制御された入力を与えるためのこのようなコンピュータ・ルーティ
ンの使用は、図５に示す５４及び５６、並びに、図８Ａ‐８Ｄと図１１Ａ‐１１Ｂとに示
す７５及び７９のようなユーザ制御の入力の採用にとって好ましい。
【００６２】
　図１１Ａに示す前記ステップの順序のバリエーションが図８Ａ‐８Ｄに示され、前述し
たように、図１１Ｂに示されている。
【００６３】
　図１１Ｂは高周波加熱パルス７６が続く第１のＸ線パルス７２を示し、前記高周波加熱
パルスは定められた時間的間隔の後に第１のＸ線パルス７２に続き、その後に電子パルス
７８が続く。両矢印７９は、電子パルス７８が可変の時間的間隔中に生じ得ることを示す
。
【００６４】
　本明細書に記載の全ての増強は、熱核融合反応の過早点火条件の改善された制御を達成
すべく、前記'１３２公報の技術と組み合わせることができる。
【００６５】
　好ましい実施形態
　先に議論した技術は、単独で又は組み合わせて、数多くの異なるタイプの核融合プロセ
スに適用可能であるが、これらは元々前記'１３２公報に記載の発明に対して補助的なも
のとして着想された。そのようなものとして、これらは特に好ましい技術であり、本発明
の図面を参照して以下の通りにより詳細に記載されている。
【００６６】
　前記'１３２公報は、核融合反応のいくつかの過早点火条件を制御するための独特のシ
ステムを記載している。それは、直接Ｘ線駆動の慣性閉じ込め核融合システムとして分類
される。これは、前記反応の最初のポンピング手段としてＸ線レーザ群４６（図３）を利
用する。本発明は、核融合反応の過早点火条件を制御するための能力をさらに発展させる
システムレベルの増強を記述する。
【００６７】
　前記'１３２公報のシステムは、核融合ターゲット材料を受け入れるための中心ターゲ
ット室４４（図３）を含む。核融合プラズマ１２（図１）及び熱の形態でエネルギを放出
する、前記材料の制御された核融合反応を開始するために前記室内の核融合ターゲット材
料にエネルギを供給するために複数のＸ線レーザ４６（図３）がターゲット室４４の周り
に配置されている。
【００６８】
　より詳細には、図３が、制御された核融合によりエネルギを発生するための反応炉を示
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す。前記システムは、中心ターゲット室４４を含む。一連の６以上のＸ線レーザ４６が中
心ターゲット室４４の周りに対称的な対をなして配置されている。対称的なＸ線レーザ群
４６は、室４４の中心で前記ターゲット核融合ペレット（図示せず）に衝突する好ましく
は球状に近い波面を集合的に生成するために、室４４の中心のターゲットペレット位置の
周りに対称の態様で配置されている。Ｘ線レーザ群４６は、好ましくは、米国特許第4,72
3,263号明細書にこの発明の発明者により最初に記載された誘導Ｘ線放出体（ＳＸＥ）群
である。好ましい実施形態においては、前記したＳＸＥ　Ｘ線レーザ群４６に、前記反応
に追加の熱を提供するための高周波エネルギ７６（図８Ｂ、１１Ａ及び１１Ｂ）の同時パ
ルスを供給する高周波生成手段（図示せず）が取り付けられている。これは、さらに、前
記'１３２公報の図１０‐１３の議論中に記載されている。
【００６９】
　任意の核融合システムの最適な性能は、前記燃料ターゲットペレットの完全対称圧縮の
創出に依存する。本発明のＸ線レーザ群４６（図３）は、前記ターゲットを対称に照射す
る手段を提供する。前記ターゲットに当たる前記波面（図示せず）がその半径が前記ター
ゲットペレットの半径に一致する凹形の幾何学的形状を与えられときは、前記燃料ターゲ
ットペレット上にほとんど完全に対称の圧縮波面を創出することができる。これが必要で
ある理由は、もし深刻であれば、非均一な態様で前記燃料ペレットを加熱させ、核融合反
応において点火させないことがある流体的不安定性を最小限にすることである。本発明の
特徴は、流体的不安定性の悪影響をさらに最小限に抑えるために時間的に段階分けされた
方法で前記波面の凹形の幾何学的形状を有効活用することにある。これは、第１のＸ線パ
ルス７２（図８Ａ‐８Ｃ及び図１１Ａ）に対してわずかに遅れた時間内に第２のＸ線パル
ス７４を使用することにより行われる。組み合わされたエネルギビーム群の時間的に段階
分けをされた波面７２及び７４は、２つの崩壊する球状シェルに近い。
【００７０】
　典型的な直接駆動のＩＣＦターゲットの爆縮プロセスは、おおよそ３つの段階すなわち
（１）最初の段階、（２）加速段階、及び（３）減速段階に分けられる。
【００７１】
　最初の段階において、第１の衝撃波が燃料ペレット内を進行し、前記ペレットが前記衝
撃波により主に加速される。前記最初の段階は、第２の要求である前記燃料の全電離を有
する。これは、前記核融合燃料イオン群が後の段階で結合されることで容易性を増大させ
ることにより前記核融合反応を促進する。これは、高エネルギの衝突Ｘ線群が電子群をそ
の軌道外に抜け出させ、むき出しの原子核を残すことにより達成され、それは他の原子核
群に対する核融合のために好ましい状態である。外方の（又は断熱の）シェルが前記第２
の段階で内方に向けて小さくなりながら加速される。次に、前記減速段階で燃料が大きく
圧縮される。前記最初の段階では、前記ターゲット表面上の摂動が、最初のターゲット表
面粗さに加えて、レーザ照射不均一性のために最初の印により種をまかれる。主として前
記第２の（加速）段階における流体的不安定性のために前記外表面上で成長した摂動は、
次いで、前記内表面に送り込まれる。
【００７２】
　本発明のこの実施形態においては、図８Ｃを参照すると、時間的に段階分けされたパル
ス群の使用は、好ましくは前記した３段階に順序付けられる。最初のＸ線パルス７２は前
記最初の段階で前記プロセスを開始させる。それは、前記加速段階の開始時に電子パルス
７８によってすぐに引き継がれることが望ましい。電子パルス７８の同期はグリッド１８
（図２）の使用により行われる。第２のＸ線パルス７４は、好ましくは、前記加速段階の
早期部分の間に前記電子パルスの後にすぐに続く。この順序は、前記電子群が、第１のＸ
線パルス７２の最初の衝突によって生じたプラズマと最適な相互作用をすることを可能に
する。この作用は、プラズマ１２（図１）に、最適な圧縮及び最終的には核融合爆縮の準
備をさせる。また、第２のＸ線パルス７４は、前記最初の段階及び加速段階の間に起こる
いかなる流体力学的不安定性をも最小限にするように作用する。
【００７３】
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　本発明の代わりの実施形態において、前記'１３２公報のシステムは高周波パルス７６
（図８Ｂ、１１Ａ及び１１Ｂ）を生成するためにＸ線レーザ群４６（図３）に不可欠の高
周波加熱手段を含む。このことの１つの結果は、１５０ＧＨｚを超える特定の周波数で２
００メガジュールを超える高周波加熱パルス７６が同調して生成され、Ｘ線パルス７２と
共に進行する。この高周波パルス７６は、本質的に追加のコスト又はエネルギ消費なしに
プラズマ１２（図１）に熱を追加供給することにおいて有用である。これは、それが、Ｓ
ＸＥ　Ｘ線レーザ群４６のＸ線生成プロセスの余分なエネルギを使って発生されるからで
ある。この高周波パルス７６は定められた時間的間隔までＸ線パルス７２に僅かに遅れる
。高周波パルス７６を第１のＸ線パルス７２の直後に生じさせることにより、高周波パル
ス７６は事実上電子パルス７８とほぼ同調して到達する。好ましくは、ホストコンピュー
タ５８（図９）を介してのタイミング・ネットワーク９０（図９）への制御された入力は
、これらの事象のタイミングが微調整され、この効果（図１１Ａ）を最適にすることを可
能にする。これは、図１１Ａに示すように、４つの部分からなるパルス列を生じさせ、前
記核融合燃料を点火するための最適な条件を創出するための前記核融合燃料の過早点火条
件についての制御の程度を増大させる。
【００７４】
　本明細書は、慣性閉じ込め核融合（ＩＣＦ）システムのための６つの別々の増強シナリ
オ、すなわち１　時間的に段階分けされたＸ線パルス群（図８Ａ）、２　組み合わされた
、時間的に段階分けされたＸ線パルス群及び高周波増強プラズマ（図８Ｂ）、３　組み合
わされた、時間的に段階分けされたＸ線パルス群及び電子増強プラズマ（図８Ｃ）、４　
電子増強プラズマ（図８Ｄ）、５　高周波及び電子増強プラズマ（図１１Ｂ）、６　好ま
しい実施形態である、組み合わされた、時間的に段階分けされたＸ線パルス群及び高周波
及び電子増強プラズマ（図１１Ａ）を開示する。
【００７５】
　個々に、各技術が利点を有する。種々の組み合わせにおいて、これらの組み合わせは、
核融合反応の過早点火条件についての増強及び制御の程度を連続的に増大させる。
【００７６】
　本発明が図を用いた特定の実施形態に関して説明されているが、この技術分野の当業者
には数多くの修正及び変更が思い浮かぶであろう。これに関連して、ここで使用されてい
る用語「手段」は、この用語「手段」と共に使用される動詞が通常の単数の時制又は複数
の時制であるかを問わず、単数又は複数の手段を暗示する。第２のＸ線パルスを発生する
ための第２の組のＸ線供給源群はあるシステムには存在しない。したがって、添付の請求
の範囲は、全てのこのような修正及び変更が本発明の範囲及び精神に含まれ、これらをカ
バーするように企図されている。
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